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〈論 説〉
当面す る世界経済の思想 と政策 について
と くに1991年 サ ミッ トの経済政策,国 際貿易,地 球環境,
途上 国政策 の論点 と旧ソ連経済の危機克服策 につ いて一
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1.は じめ に
1990年 代の世界経済は出発 点か ら今 日まで不透
明の性格 をもって進行 してい る。1989年11月9日
のベル リソの壁の崩壊 は,従 来 の資本主義世界体
制 と社会主義世界体制の基本的対決 の性格 と体質
を変 えるほ ど衡激的 であ った。それは1989年 後半
以降,旧 ソ連(独 立国家共同体=CIS以 下旧 ソ連ま
たはロシア連邦)・ 東欧の経済の激動 となって表面
化 した。 旧 ソ連 ・東欧は第2次 大戦後一貫 して保
持 して きた社会主義体制 と決別 し,「 市民革 命」
を求めて,新 しい社会 システ ムを企図 した。89年
12月2日 と3日 の ブッシュ(米 大統領)と ゴルバ
チ ョフ(旧 ソ連大統領)に よるマル タ共和 国での
会 談 は,第2次 大戦 後 の基底 にあ った 「冷戦 体
制」 の終焉 を世界 に宣言 した。 この意義 は,戦 後
の両体制 のあ り方 を変 えるに等 しい性格を もって
いた。 この事実の認識 なしに,1990年 代の世界経
済 のあ り方 を解 明す ることは困難 であろ う。
わた くしは,こ の点につ いて,す でに 『転機 に
たつ世界経済』(新 評論1991年)で 展開 した。 そ
こでの課題は,先 進国間 の経済摩擦(日 ・米 ・欧)
の表面化,旧 ソ連経済 の危機 の深刻化s東 欧経済
改革 の混迷,そ して中東地域紛争 の断続化 として
の湾岸戦争後の中東 の不安定性,途 上国の累積債
務 の継続性,後 発途上国 の極貧化,ア ジアNIES
の成長 と社会矛盾 の表面化 な どを解 明した。
だが,世 界経済 の将来 は,不 透 明であ り,よ り
不確実性であ る。だ とすれ ば,世 界経済 を担 って
いる先進国の国際経済政策は,こ れ らの課題 を ど
の よ うに解決 しよ うとしてい るのか,こ の点の政
治的経済的課題 を世界的 に宣言 したのが,1991年
サ ミヅトの 「経済宣言」である。その主要な問題
点 は なにか。 なにが解決 すべ き問題 なのか を,
「宣言」 に内在 しつつ,わ た くしの コメン トとあ
るべ き課題の性格 を示 した のが本論文の主題であ
る。本論文の後半で,と くに世界経済の視点か ら
旧 ソ連経済の危機の深刻化 とそれを克服す る経済
共同体 の性格を分析 した。以下問題 を進 めよ う。
2.1991年 サ ミッ トの基本 経済 思想 と政 策
(1)何 が問題 なのか
1990年 代 の世界経済の思想 と政策 の性格 をみ き
わめ るに当って,91年7月15日 に ロソ ドソで開か
れたサ ミットの経済宣言 の主要 な問題点を明 らか
にす る ことが重要 で あ る。なぜ な らぽ,91年 サ
ミッ トは,先 進7ヵ 国 プラス旧 ソ連の参加 にあ っ
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たか らである。
東西冷戦,湾 岸戦争が終結 し,世 界経済 は,先
進 国間の貿易不均衡問題,資 本移動問題,資 金不
足,援 助問題 を どうするかを問われている。 また
先進 国においては景気後退,失 業者 の増大,地 域
間の格差 の拡大,都 市問題,環 境問題 の悪化 に直
面 し,そ の対応に迫 られている。途上国において
は,失 業問題,貧 困,飢 餓,疾 病,環 境破壊,累
積債務,低 成長 などに直面 している。
一方東欧 は,1989年 の 「市民革命」後,社 会主
義経済か ら市場経済への移行 に苦悩 している。社
会主義計画経済 はその体質 の改革を通 して市場経
済 にいかに移行 し,経 済を安定 させ るかを厳 しく
問われている。
東欧の経済 改革 は,基 本的には市民サイ ドか ら
自立経済 と外 国援助 とを,結 合 させ る ことにあ
る。市場経済 といっても,ス ミスや リカー ドウや
マル クスが対象 とした市場 とは,そ の形態 と内容
も異 にしてい る。「自由競争 」の原理 を社 会経済
の コソ トロール下 で成 り立 つ市場経 済 なので あ
る。その本質 においては弱肉強食 の法則 が貫徹 し
てい ることはい うまでもない。東 欧の市場経済化
の進行 も,そ れぞれの国の歴史的条件,政 策的介
入 の度合 によって規定 され る。一般大衆に とって
は,基 本的人権 の保証,自 由,民 主主義の保証 に
基づ いた経済運営 を望 んでいるのである。東欧の
経済改革 は,一 言でいえぽ,従 来 の共産党 の集権
支配ではな く,大 衆の下か らの民主主義を基礎 に
経済改革 を実行す る以外 にはないことを訴 えてい
るのであ る。従来 のよ うな一党支配の集権経済 の
運営 をしている限 り,前 進 はない。市民は,民 主
主義 を基礎 に新 しい社会的市場原理 を導入 し,完
全雇用 を実現すべ きなのであ る。従来の社会主義
者 は,こ の点を無視 していた。だ か ら問題 が お
こったのである。
東欧経済 は,過 渡的には西欧の資本導入 と資金
援助 を必要 とす るが,そ れは,東 欧 の各 国が 自ら
の計画経済の原理を前程 として社会的市場経済の
導入を受 け入れ るべ きである。現実に東欧をみ る
と,か な りの西側資本の導入が活発化 してい る。
これをもし無計画 に導入すれ ぽ,必 ず失敗す るで
当面する世界経済の思想と政策について
あろ う。 この点,第2次 大 戦後, フラソス,西 ド
イ ツ,オ ラ ソ ダ は,欧 州 石 炭 鉄 鋼 共 同 体
(ECSC)を 基礎に,欧 州復興計画 にi基づ いて米国
のi援助 を受 け入れ て成 功 した ので あ る。ECSC
が,そ の後 のECの 出発点になった ことはい うま
で もない。
ところで,本 題に もどそ う。
いま述べ てきた よ うな背景の問題意識 とは違 っ
て,き わ めて先進 国主 導型 で展開 され てい るの
が,サ ミットの思想 と政策で ある。 したがって,
先進 国が現代 の世界経済を規定 している以上,そ
のあ り方 を位置づ けることは,き わめて重要であ
る。 と りわ け1991年 のサ ミットは,従 来 の先進
7ヵ 国に旧 ソ連が参加 した ことに従来 と全 く違 っ
た意味があ る。 これは1974年 のサ ミッ ト以来始め
ての ことであ る。サ ミッ トの出発点 は,先 進国の
通貨危機,石 油危機に どの よ うに対応 し,先 進国
間の経済的矛盾を どの よ うに調整す るか とい う問
題意識か ら出発 した。その点で,経 済 サ ミッ トで
あった。だが,そ の後,対 旧 ソ連 を中心 とす る社
会主義 に対抗す る政治サ ミットと化 した。 もちろ
ん,発 展途上国への援助問題 地域紛争解決への
提言 などもあったが,80年 代 の前半は,反 旧 ソ ・
反 共 の政 治 サ ミットの性格 をお びて いた。それ
は,米 国の対 旧 ソ危機意識 を一貫 して保 っていた
からである。だが1990年 になって,先 進 国間の貿
易不均衡,為 替調整,援 助問題 とくに途上 国の累
積債務問題 に対す る協 同的解決 の問題へ の提言 も
あ ったが,と くに注 目すべ き点は,地 球環境汚染
問題であった。 この問題は,地 球企業の開発のあ
り方を問 い,各 国における人間の生命 と生存を守
るために どうした らよいかの問 いかけであ った。
その点で,サ ミットの提言 は有意i義であった。 こ
の地球環境破壊の問題は,地 球企業は もちろん地
球市民 ひ と りひ と りの課題 で あった。 この問題
は,ど の国 もさけて とおれ ない性格 をお びてい
た。
この問題 は,い まや各 国の具体的実践の問題で
あ る。「地 球 規 模 で 考 え,足 元 で 行 動 す る」
(Thinkglobally,Actlocally,)課 題 として,い ま
や各国における地域 の運動 にな りつつ ある。
当面する世界経済の思想と政策について
ところが,1991年 のサ ミットは,こ の問題 のメ
リット,デ メ リッ トの点検 をせず に,真 正面か ら
世界経済 の課題 と旧 ソ連 への援助 問題 に終 始 し
た。
91年 サ ミッ トは,そ の意味で,現 在世界経済 の
あ り方 を問 う課題 に迫 られた。
この点か ら91年 サ ミッ トの 「経済宣言」 の性格
を吟味す る必然性があ るのである。 さらにその分
析 こそ90年 代の世界経済 の方向を性格づ けること
になるからである。 いま ここで主要 な問題につ い
て整理 し,検 討す る。
② サ ミッ トの 「経済政策」の課題
まず問題 にすべ き点 は経済政策の課題 であ る。
湾岸戦争後世界経 済 は,「 危機」 を克服 し,経
済 の回復 の き ざしが強 まった こ とを共 通 に認 識
し,貿 易及 び経常収支の最大の不均衡の削減 にも
前進がみ られた とい う。 ここには,米 ・欧 ・日の
経済摩擦 を どのよ うに克服 す るかの認識 は少 な
い。 ウルグアイ ・サ ミットにまかせているだけで
その危機意識 を克服 しようとしていない。
と くに強調 された第一 の課題 は,「 経済 の持続
的回復 と物価 の安定 であ る」。 ところが,現 実に
は国際的 にみ て 日本の物価 は高水 準 であ り,米
国,ECの 物価 は中水準であ る。持続的 回復 は,
米国,ECに とっては,失 業 増 である。 ど うして
こ うした認識がで きるのか。依然 として成長 と物
価 のアンテ ィノミーは続 いている。中成長政策で
物価を安定 させている論理が ないのであ る。 日本
に とっては,物 価 の安定 とい うけれ ども,国 際的
水準 か らみれ ば安定 してい ない。 と くに土地価
格,住 宅価格 は,物 価指数 の計算の中に入 ってい
ない。依然 として両者の価格 は,先 進国の中で,
最悪で ある。 日本 以外の先進国では,物 価水準は
安定 していない といって よいであろ う。 と くに英
国の10%の 物価上昇は例外 とい ってよい。
日本 についてみ る。 バ ブル経済の中で,土 地騰
貴,住 宅費の上昇は,勤 労者 に とって,新 しい生
活苦 を もた らした。米国,EC諸 国に とっては,
土地価 格 の上 昇,住 宅費 高騰 の状 況 に直面 しな
かったが,一 般物価の上昇率 は4～5%で あ り,
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英国においては!0%で ある。 サ ミッ トでは,こ の
点 の掘 り下 げた分析 と提言 を しなかった。 した
がって経済 の持続的 な回復 と物価 の安定が,こ ん
この先進国の課題であ る。
先進国 における経済政策の第2の 課題 は,各 国
の経済政策 の安定,と くにそのための財政金融政
策 を どの よ うにすべ きかである。 サ ミッ ト参加国
の財 政 は,慢 性 的赤字体 質 に直 面 してい た。米
国,日 本,ド イツ,英 国のそれぞれの国家財政 は
その典型的事例で あろ う。各 国が民間企業の貯蓄
に対す る障害 を削減す るための努力 と投資需要 を
満たすために必要 な世界的貯蓄の増大 をはかろ う
とい うものであ る。 この観点か ら各国の中央銀行
による低金利政策 によって緩慢 な景気後退 を抑止
し,投 資需要 の拡大を企図 しs一 方で為替市場 に
おけ る参加国の協力体制を と り,国 際通貨制度 の
改革 も目ざしてい る。だが,現 実に 日米間の貿易
摩擦 の拡 大,日 欧の貿 易格差 の拡 大 の中 で,サ
ミッ トは為替市場 の調整 を具体的 に展開すべ きで




このため に参加国が次 の4点 に留意すべ きであ
るとい う。以下,そ の内容 をと りあげ吟味す る。
(a)参 加国は、規制 の改革を含む経済 にお ける
競争力 を強化 し,消 費者の選択肢を広 げ,物 価 を
下げ,事 業への負担 を軽 くす ることがで きるとい
うのであ る。
この点 は一理 ある。 だが,競 争 の強化 は,米 国
市場,EC市 場 にお ける企業 の吸収,合 併 を促進
し,競 争 を硬直 化 させ る傾 向を もた らす と同時
に,価 格の硬直化 を招 き,物 価 の引 き下げを抑止
し,消 費者 の選択肢 を狭 くす る傾 向を もた らす こ
とを自覚 しなけれぽならない。
(b)参 加国 は,歪 曲的効果のある補助金 を規制
す るとい うのである。それ は資源 の非効率的 な配
分を もた らすだけでな く公共支 出を増大 させ,経
済を不透明化す る とい う。だが問題 は,資 源の合
理的配分を展開で きる ような補助金 のあ り方 を明
示 すべ きで ある。 この点 が 明 らか に され てい な
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い 。
(c)参 加 国は,雇 用制度 に対す る柔軟性 の政策
を課題 とした。 ここでは参加国の労働者 の就業ま
た は失業者 の技能 を高 め る教 育を実 施す るとい
う。米国,ECに とって,就 業者 の技能,技 術 を
高め るとい う政策 は,す でに 日本 の産業 との競争
力に対応す るための ものであって,電 機 ・機械,
先端技術 などにおいて若 い技術者を どのよ うに養
成す るかが課題 である。 この点は,新 規労働力 の
雇用 の優先的確保 のみ ならず,雇 用の条件 も充実
しなけれ ぽな らない。 この点 の共通 した政策 は,
充分にだ しきっていない。 また 日本の場合は,若
者 が3K労 働 を回避 し,生 産 的労 働 に積極 的 に
立 向 う傾 向を低下させている。 また大学 の理工系
学部 の卒業者 が,生 産情報 の技術をさけて比較 的
高賃金 の銀行や証券会社への就業を望 んでいるこ
とは,憂 慮すべ きで あ り,こ の点か らも技能,技
術を どの よ うに身につ けさせ るかが こん この課題
であろ う。
(d)参 加国は,経 済政策の一環 として,高 管理
基準を要す る公共部門の効率化 を公共部門の民営
化 と外部発注の可能性を含めた課題を提示 してい
る。 さらに科学及び技術 における進歩 の広範かつ
急速 な普及を課題 としている。だが問題は,先 進
国におけ る科学 ・技術のあ り方 が議論 され なけれ
ばな らない。科学技術の発展が一方で企業 の生産
の増大 と収益性を高めた ことは,大 きな貢献であ
ろ うが,他 方 で,生 活 の不安を もた らしてい るこ
とも事実 である。高度な科学技術 の発展が人間的
生活 の質 を高め るよ うになったか どうかである。
例 えぽ航空機産業 の技術の発達 は,一 方で国家間
の距離 を縮小 し,人,物 の交流 を飛躍的に活発化
させているが,同 時 にジ ャソボ機の事故の不安 は
た えず つ きま と う。 自動 車 の技 術 の発達 は,貨
物,人hの 移動,と くに輸送手段 として役割を増
大 させ てい るが,他 方で,た えず 自動車事故 とい
う不安 と同居 しているし,大 都市 における窒素酸
化物量を増加 させ,生 活環境を悪化 させている。
したがって科学 ・技術の発達が,人 間の生活,環
境を豊 かにしているか どうかが改めて問われなけ
れ ばな らない。 この点の視点を参加国は明 らかに
すべ きなので あ る。 さ らにサ ミットの 「経済 宣
言」の経済政策の課題 として社会資本への民間及
び公共部門に よる必要不可欠 な投資 を主張 してい
る。
ここで重要 な課題 は,産 業部 門への社会資本投
資か ら生活部 門への社会資本の投資を通 じて政策
のあ り方 を展開すべ きである。すでに先進 国にお
け る社会資本の投資 は,住 宅,福 祉,教 育,環 境
の諸部門への投資 でなければな らない。
1989年 日米 構 造協 議(StructuralImpediment
Initiative)の 結果,米 国商務省 は,日 本の対米貿
易赤字の解消のため に,内 政干渉 に近 い政策 を提
示 した。それが 日本 の内需拡大の要求 とな り,向
う10年 間 に公 共 投 資430兆 円を計 上 す る こ と と
なった。 それは具体的には,毎 年43兆 円の公共投
資 をせ ざるを えな くなった。 この協 議 は,「 日本
の黒字(過 剰貯蓄)を 減 らす には,長 期 的かつ結
果的 に生産 力の増強投資(す なわち製品輸 出 ドラ
イブを加速する)に 向 けられて いる相対的 に余剰
の貯蓄を,一 方で 日本国内の消費を拡大 して吸収
す るとともに,他 方で公共投資の拡大 によって国
内に向かわ せ るこ とが意 図され ていた」(地 方 自
治総合研究所 『430兆円投資時代 の地方財政』1990
年,62ペ ージ)こ の点で,世 界 におけ る最大 の債
権国の 日本が,国 内の賃金上昇,低 ・中層住宅 の
建設を積極 的に しなかった点 を反省すべ きであろ
う。
したが って公 共投資 の あ り方 が問題 なので あ
り,こ の点を突込んでサ ミッ トは分析 していない
し,政 策提言 もきわ めて抽象的であった。
経済政策のあ と,補 足的に示 したのが環境政策
である。 ここでは,環 境破壊 を未然に防止す る と
い う政策 とは違 って,環 境保護 のための費用対効
果策 を選択 し,環 境税,賦 課金,取 引可能 な排 出
権等の経済手段 を国内的,国 際的に開発す る作業
を進めている。
問題 は,そ の具体的措置で ある。例 えぽ,CO、
排 出の企 業 に対 して,炭 素 税 を賦 課 しその税金
を,環 境対策 の費用にまわす とい うものである。
この点を,参 加国が緻密 な計画 を立て,環 境破壊
を どの程度抑止で きるかを明 らかにしなけれぽな
当面する世界経済の思想と政策について
らない。 この点は,抽 象的問題提起 にとどまって
いるといわ なけれ ばならない。環境保全 を求める
工業国 と開発 の権利の対立 を具体的に どのよ うに
調整す るかを示 さなけれ ばな らない。 「環境 と開
発に関す る国連会議」 に期待 してい る。持続可能
な開発(SustainableDevelopment)と 環境保全 の
両立 を理論的 に究 明すべ きで ある。 この点 は4で
展開す る。
(3)「 国際貿易」の課題
次 にサ ミッ トにおけ る 「国際貿易」政策 を取上
げて論評す る。
第1は,ウ ルグアイ・ラウソ ド(ガ ットの新多角
的貿易交渉)が 成功す るか ど うかの問題で あ る。
参加国は,世 界経済 の将来を,こ の ウルグアイ ・
ラウン ドに求 めた。 それは参加国相互 の信任 を強
め,保 護主義 を抑止 し,自 由貿易を増大 させ る こ
とに よって,イ ソフ レな き成長 を促進 す る とい
う。 さ らにそれは,「 開発途上 国及 び中菓欧諸 国
の多角的貿易体制へ の統合 の促進 に とり不可欠で
ある」 とし,ラ ウソ ドを終結 させ ることがで きな
かった場合,こ れ らのすべての利益が失われ ると
い う考 え方に立 ってい る。だが現実は厳 しい とい
わ ざるをえない。サ ミット以後 もウルグアイ ・ラ
ン ドにおける農業交渉 はなん ども難航 している。
それ は米 国,EC,日 本 の スタンスの違 いに よる
ものである。91年11月8日 に,ド ンケル ・ガ ット
事務局長の包括的合意案が提 出されたが,各 国の
利害関係を調整で きるか ど うかが今後の課題 であ
る。米国 とECが 従来一貫 してEC農 業の保護政
策 を改訂 しよ うとい う動 きを示 した点 は一歩前進
である。EC内 において は,フ ランス とアイル ラ
ン ドが保 護 削減 反 対 を主 張 して きた(TheIn・
dependent,130ctober)。 だが ドイ ッは,農 業保護
の3分 野,つ ま り国内補助金の30%,関 税30%,
輸出補助金30%を それぞれ削減 し,5年 後には,
さらに どの よ うに削減す るかを検討 しようとい う
もので,フ ランス,ア イル ラン ドは,こ れに どの
よ うに対応す るかが問われている。一方米国の要
求は,国 内補助金 と関税 な ど国境措置が各75%,
輸 出補助金90%と い うECに とってかな り厳 しい
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削減措置 である。 さらに 日本 はど うで るかの決断
を迫 られ て いる(91年10月20日 現在)。ECの 農 民
はこ うした措置 に単純 に賛成 しないであろ う。 ウ
ルグアイ ・ラウン ドにおける農業 をめ ぐるECと
日本 の保護政策 に対 して米 国 は どの よ うに対 応
し,そ れを突破す るかが問われ ているのである。
実は,ECと 日本 の農業保護政策が問われたので
あ る。であるか ら単純に 「保護主義 を抑止 し,自
由貿易の流れを増大 させ ること」 は,農 業 につ い
てはかな りの紆余 曲折を伴わ ざるをえない。 ウル
グアイ 。ラウン ドにおける農業交渉をめ ぐって,
各国内のイソタレス ト・グル ープの利害調整を ど
うす るかが大 きな課題 になってい る。「従 って先
進国 と開発途上国の双方が可能 な限 り広範に参加
す る,野 心的,包 括的かつ均衡の とれた ラウン ド
の成果の全体 に ロミットす る」 とい う。そ して こ
う強調 して いる。「すべ ての参加 国 は,1991年 末
よ り前に ラウン ドを完了 させ ることを 目指すべ き
である。各首脳 は,も し相違点が最高 レベルで し
か解決 できない場合 には相互 に介入す る用意を し
つつ,引 き続 きこの過程 に個人的 に関与す る」 と
い う。 この点を注 目したい。つま り最高 レベルで
しか解決で きない場合 には,個 人的に関与す ると
い うのである。で は,こ の 目的 を達成す るための
必要条件を次 の分野につ いて設定 し,全 体 として
早急に前進す る ことであると申 し合わせ てい る。
さらに整理 して問題点 を探 りた い。
(a)市 場 アクセスについてみ るとこ うである。
「関税 の相 当程度 の削減及 び非関税障壁 に対す る
並行す る措置の一部 として,高 関税 のかかってい
る産品の税率を低減す るとともに他 のい くつ かに
つ いてはゼ ロ関税 に移 行す ることが特に必要であ
る」。 この指摘について は,す でに鋼材 な ど工業
製品について 日本が500項 目の税 率の引 き下げ と,
同時 に米国,ECも それ以上 の税率 の引下 げをめ
ぐる交渉があ り,い ず れも合意 をえていない。 た
とえ関連す る企業 の競争力が,一 時的に低下 した
として も,高 関税の産 品の税率 をどの よ うに具体
的に低減す るかを明 らかにしなければな らない。
市場 アクセスを具体的 にどの ように実行す るか。
各国の農業 を含めたインタレス トグループ を どの
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よ うに調整す るかを明らかにしないか ぎ り説得性
が ない といわ ざるを えない。 とい うのは.,A国
の高関税率の産業は,国 際的 に競争力が弱いか ら
で あ り,税 率 を低減化 す れ ば,そ の関連産 業 を
担 っている経営者 は団結を もって反対す るであろ
う。そのグループが,政 権政党を支 えているとす
れ ぽ,低 減化 に反対 す るで あ ろ う。 したが って
「自由化」 を選択 しないで,保 護主義 を選択す る。
ここに矛盾がある。 この点の調整力を どの ように
進め るか の代替 案 をだ し,そ の イ ソタ レス トグ
ルーブを説得 しない限 り,そ の実現は困難であろ
う。
あ えて,一 切のイソタレス トグループの要求を
無視す るとすれぽ,問 題 は単純 である。 この点の
基準 がきわめて不透 明で ある。問題 は,市 民や消
費者 の利益 ニーズに添 って どのよ うに具体化す る
かの方式 を明 らかにすべ きであろ う。 この点で,
サ ミッ トの 「経済宣言」 は限界なのである。
さきにもふれたが,サ ミッ トの 「国際貿易」 の
アキ レスケソは農業問題 である。 この点(b)として
次の よ うに指摘 している。
「農業,非 貿易的関心事項 を考慮 しつつ,内 国
支持,市 場 アクセス及び輸出競争の各分野で支持
と保護の実質的かつ漸進的 な削減が合意 され るよ
う,こ れ らの分野において具体的 かつ拘束力のあ
るコ ミッ トメン トを規定す る枠組みが決定 されな
けれぽならない」 と。
ここにおけ る指摘は重要 である。農産物 をめ ぐ
る 自由貿易 と保護貿 易 の対立 は,古 典 的 自由主
義,帝 国主義,現 代資本主義の各段階において一
貫 してい る。い まこれ らの段階の特質を議論すべ
きでない と考 えている。に も拘わ らず,農 業の 自
由貿易 はs関 係 国の諸利害 関 係に結 びつ いてい
る。米国sEC,日 本の農産物 の自由化 と保護 は,
政権政党 と農民 との利益関係 と無関係 ではない。
ある部分で農民の利益 と一致 し,あ る部分で一致
しない条件が,さ まざまな形で存在 している。米
国は,農 産物の 自由化を一貫 して主張 しているの
に対 して,日 本,ECは,農 業生産者 の保護 を前
提に政策選択 をせ ざるをえない。 この矛盾の調整
を どうす るかである。だが消費者,生 産者の利益
をどのよ うに一致 させ るかの問題 を,着 実に解 か
ない限 り,前 進 しないのである。 この点の問題意
識 な しに,市 場 アクセ ス と輸 出競争 のあ り方 を
いって もy意 味 は ない。米 国,EC,日 本 が,そ
れぞれ農業生産者 の利益 と消費者の利益を考慮 し
た各関係機関 を下か ら作 るべ きであろ う。米国農
業資本 と日本 の巨大商業資本の優先策のあ り方 を
考 えるのは,も はや時代お くれではないであろ う
か。
㈲ サー ビス貿易の盲点
次 にサ ービス分野 について考 えてみ よ う。 この
点 は 「既存の制限を削減ない し除去す るとともに
新たな制限を課 さない ことを強化すべ きだ」 とい
う。 この表現は,き わ めて抽象的である。
周知 の よ うに,サ ー ビス貿 易 とは,金 融 運
輸,旅 行,建 設,情 報通信 などモ ノの貿易以外の
サ ービス業 の国際取引の ことで,こ の点の個別的
あ り方 を明 らか にすべ きなのであ る。 これ らの
サー ビス貿易の問題点 は,各 国の規制を どの よ う
に緩和 し,特 定 国の大企業の利益を どの よ うにコ
ソ トmル す るかにあ る。サー ビス貿易の 自由化
の原則を,各 国の市民的立場で明らかにす ること
であ る。
恐 らくウルグアイ ・ラウソ ドでは,モ ノの取引
と同様 に,サ ー ビス貿易に対 して も加盟 国の義務
として,最 恵国待遇の提供 を明示す る とともに,
交渉で 自由化を約束 した分野では内外差別的 な措
置 を徹廃 する ことにある。金融 運輸 流通 な ど
の分野での外資の参入制 限につなが る措置を対象
にし,中 央政府のみな らず地方政府の法令,規 則
にも協定 を適用す るだろ う。 また新規則制 は原則
禁止にす るだろ う。「サ ービス貿易一般協定」 は,
金融,通 信,労 働移動 の分野において先進 国同 し
あ るいは先進国 ・途上国間の対立が激 しいため,
枠 組み協定 の例外 として交渉 す る こ とに して い
る。
日本 は 自由化 リス トとしてす で に流通,リ ー
ス,広 告 な ど43業種 を提示 しているが,こ の協定
案 に沿 ってサ ービス貿 易の ルール が確 立 した場
合,そ の他 の業種 で も市 場開放 を迫 られ る(『 日
当面する世界経済の思想と政策について
経』,1991.10.23.)。 例sぽ 海運業 や航空業界 で
の外資 の出資 比率規制 は,EC,米 国か ら見直 し
を迫 られ る。
さらに知的所有権の問題 につ いては,「 すべ て
の所有権を守 るための明確 で実行可能 な規則 と義
務が,投 資 と技術の普及 とを促進す るために必要
である」 とい うのはあた りまえの ことであ る。い
うまで もな く知 的所有権 は,本 国の指導に よって
進め られたものである。米包括通商法案で,上 下
両院が一致 した項 目であ り,米 国企業が もつ特許
権,著 作法が外 国企業 に侵か された場合,外 国製
品の輸入 を差 し止め るとい う措置であ り,米 国の
関税法337条 を国際化 しよ うとい うものであ り,
これには無理 がある。各国の利益を どのよ うに共
有化 して,す べ ての所有権を守 ることを前提 に,
市 民的権利 を最 大限 に重要視 すべ きで あ る。サ
ミットの発想 は,米 国優 先主義にな り,問 題 は,
それ をどの よ うにコン トmル し,各 国の知的所
有権 を守 るために,経 済投資のあ り方を具体化す
べ きなのである。
こうした諸問題 におけ る進展は,繊 維,熱 帯産
品,セ ーフガー ド及 び紛争処理等 の既に合意 に近
い分野における最終合意 を促進す るとい うもので
ある。
国際貿易 と環境政策 について指摘 した点 は興味
深 い。例 えぽ,「 開放的 な市場 は,環 境保 護 のた
め に必要 な資源 の創 出 に役立 つ。従 って,我 々
は,貿 易政策 と環境政策が相互 に支持 し合 うこと
を確 保 す るOECDの 先駆 的 作 業 を称 賛 す る。
我hは,関 税貿 易一般協定(GATT)が どの よう
に した ら貿 易措置 が環境保全 に役立つか明 らかに
す ることを期待する」 と。
問題点は貿易政策 と環境政策を両立 させ る手法
を どの よ うに確立す るかにある。別 な言葉で表現
すれ ぽ,世 界市場 の発展 の中で,環 境保全 を どの
よ うに守 るかを明 らかに しなけれぽならない。例
えば地球温暖化 の事態 に対 してr各 国が省資源 ・
省 エネルギーを どのよ うに具体的 に進め るかがい
ま重要 課題 になってい る。 さ らにCOZの 排 出量
の少 ないエネ ルギーの利用 に よるCO2排 出抑制
策 そのフロン等の温室効果 ガスや温暖化に寄与
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す る各種大気汚染物 質の排 出抑制策,森 林 の植林
など温室効果 ガスの吸収源の拡大,保 全策 を主体
的に推進す ることが必要 なのである。 こ うした状
況を前提にする とすれば,自 動車の輸 出入,家 電
の輸 出入,食 品の輸 出入 な ど商品 の輸 出入に あ
た って,そ の製造品の検査,製 造物責任法の実施
な どによって環境政策を展 開すべ きであろ う。商
品の輸出入 にあたって関係企業は,環 境保全 を基
準 に して商 品管理 をすべ きであ ろ う。窮極的 に
は,輸 出入税 の中に環境税 を賦課 し,商 品の輸出
入 のあ り方 を政策的 に示すべ きであろ う。環境税
を賦課 した ことによってみだ りに価格を転稼 しな
いシステムを考 えるべ きであ り,輸 出入 におけ る
環境税 は,そ の国の環境政策の費用にまわすべ き
であろ う。貿易政策 と環境政策 との両立す る方式
は,国 連 次元 で,一 定 の基準 を作 るべ きであ ろ
う。地球環境汚染は,深 刻であることを自覚すべ
きであろ う。
⑤ 改めて地球環境政 策 を考 える
わた くしは,サ ミッ トにおける環境政策 を重視
したい。
その考 え方 は,21世 紀に入 るにあた って環境政
策が深刻 になることを強調 している。
経済政策 の中 で環境 政策 を優先 課題 と してい
る。「経済政 策は,こ の惑星 の資源 の利用 が維持
可能な ものであ りr現 在及 び将来 の両世代 の利益
を保護す るものでなけれぽならない。拡大す る市
場経済 は環境保護の手段 を最 も良 く引 き出し得 る
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s民 主的 な制度 は適切 な責任体制を確保する。
環境 に対す る配慮 につ いては,経 済的費用を反
映す るよ うな方法で政府の政策全般 の中に統合す
べ きであるといっているが,オ ランダを除いてf
い まだ に実現 してい ない。それ はOECDの 作 業
にゆだねているのが現状である。公害先進 国 とい
われた 日本 でさえ,環 境庁 は懸命に努力 している
が,政 府全般の政策 になっていない。例 えぽ政府
は環境 アセスメン トを法制化 していない。
サ ミッ トで は,「 我hは,環 境問題 に対処す る
ための協力的取 り組みを国際的に開発 しなけれ ば
な らない」 と強調 し,と くに 「先進国 は自ら範 を
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示 し,も って開発途上国及び中 。東欧諸国がその
役割 を果す ま う勧奨 すべ きであ る」 といってい
る。
この指摘 は,地 球温暖化や深刻 なオ ゾソ層の破
壊,熱 帯林 の減少な どの地球環境問題が表面化す
るにつれて,先 進国 と途上 国の国際協力を必要 と
しているのである。私たち経済学者 が追及 してき
た環境 と開発 に関す る世 界共通 の コソセ プ トに
なっている生態系 をふまえた 「持続可能 な開発」
を各国の経済政策次元にまで高めるためには,南
北 間の協 力を前提 とした環境資源 の合理的配分を
考 えるだけでな くその量的評価 と質的評価 を どう
して展開す るかで ある。 さらに地球環境保全のた
めの技術移転,資 金協力を ど うす るかを多面的 に
実施 しなけれぽならない。
地球温暖化の原 因物質 である二酸化炭素等の温
室効果 ガスは,OECDの 調査 に よる と,先 進国,
ソ連,東 欧な ど経済活動を通 じて排 出されてい る
とい う。その割合は地球全体 の約4分 の3を 占め
てい る とい う。 また1985年 の統計 に よる とCO2
等 の年 間排出量 は,世 界人 口の15%し か占めてい
ないOECD諸 国が世 界 の排 出量 の約38%(51.5
億 トソ)を 占めて いるのに比べ て,発 展途上 国で
は26%と な っている。
こ うした事実 に基づいて,環 境問題を地球次元
で検討 していかなければならない。
一方国連 の 「地 球サ ミヅ ト(環 境 と開発に関す
る国連会議=UNCED)」 事務局 は,8月12日 に,
地球環境保全には莫大な資金を要す るとい う立場
か ら,資 金 の調達策 として,海 洋や大気 な ど国際
公共財の利用料徴収,非 再生可能 エネルギーの使
用に対す る課税を提案 した。従来 の二酸化炭素を
出して地球温暖化の原因 にな る石油,石 炭 な ど化
石燃料 に対 して炭素税 をかけ ることが提案 され て
きた。 これ は当然 のことだ と思 う。事務局は,新
たに原子力 を 「環境 に危険 なエネルギ ー」であ る
とし,課 税 対象 に入れ た点 は一 歩前 進 で あった
が,具 体的な手法 を どうす るかが今後の課題であ
ろ う。安全 性が100%保 証 されな い限 り,原 子 力
の利用 は中止すべ きであろ う。た とえ,生 活水準
が相対的 に低 下 して も,中 止すべ きであろ う。 こ
の ことによって,新 しいク リーソなエネルギーの
開発が進 むであろ うか らである。
ここで整理す る。発展途上国に とって地球環境
問題 に取組むには,従 来のシステム とは違 った別
の 「追加的 な財源」を必要 とす る。 さらに先進 国
の軍事費 の削減,農 業補助金 な ど環境に実のある
先進国の既存の政策を見直す とい う前提で立案 さ
れている。
前述 の事務局の提案で,注 目されたのは,環 境
保全 の財源調達策である。例}ぽ,債 務救済,国
際通貨基金 ・特別引 出し権(SDR)と の リソクに
よる資金づ くり,国 際公共財の利用料徴収,民 間
投資のための基金,地 球切手,前 述 の非再生 エネ
ルギ ー税(炭 素税),排 出権取 引の7つ の方法 を
掲げてい る。
国際公共財 の利用料徴収 は,海 洋,大 気,宇 宙
な ど人類 の共有財産 を開発,利 用す るか らには,
何 らかの負担 をすべ きで あるとの考}方 に基づ く
もので,海 底資源 の利用,漁 業活動,公 海 の船舶
航行,航 空機,通 信施設 の大気圏,成 層圏利用を
対象 にした点である(TheIndependent,12August
1991.)0
こ うした問題提起 を受け入れ ざるを えな くなっ
た の は,地 球環 境 が量,質 ともに,傷 だ らけに
なっているとい う認識 にあ る。 とくに発展途上国
においては貧困 と環境破壊の悪循環 に組み込 まれ
ている。 こ うした発展途上国が地球環境を保全す
るため には,先 進 国の資本の極大利潤追及の開発
ではな く,現 地の環境保全 を前提 とした開発でな
けれぽならない。そのための環境憲章を作 るべ き
で ある。 この基準 は,人 権,自 由,自 主,自 治,
連滞,環 境が どのよ うに守 られ てい るかを検証 し
なけれ ぽな らない。
前述の事務局は,2つ の問題 を提起 した。国際
公共財 の利用料金 の徴収について,各 国政府がそ
れを集めて国際環境保全のために仕事 している機
関 に拠金す る方式 と,国 際的な徴収機関を設立す
る案の方式 とを提起 してい る。 この点 は,発 展途
上 国への環境基金を徴集 しやす い方式 にす るよう
に考 えるべ きである。発展途上 国は環境保全 を前
提に した開発 のあ り方を,自 ら計画 し,主 体性 を
当面する世界経済の思想と政策について
もって対応 しなけれ ぽならないのである。 この場
合主体性 を もって対応す るとい う場合の中味が問
題で ある。それは,市 民 中心主義 の政治体制の確
立 と結 びついていなけれぽならない。市民 の自治
と参加 を主体 に した民主主義 の確立を どのよ うに
作 っているかを同時に考 えるべ きであろ う。
今後 も結論 をだす ための問題点 は,原 子力 に対
す る課税につ いて,日 本 とフランスが反対す る と
い うのであ る。両国 は二酸化炭素(CO,)を 排 出
す る石油,石 炭 な どの化石燃料 が地球温暖化の原
因 とし,原 子力をク リーンなエネルギ ーとして う
け とめてきた。 ところが,ウ ランの採掘 か ら放射
性廃棄物の処理 までを考 える,膨 大な費用 とエネ
ルギーを消費 してい る。だか らク リー ンのエネル
ギ ーとはい えない。従 って国益 よ り地球益 を考}
ると,原 子力 に対す る課税 は当然であるといって
よい。 したが ってサ ミッ トの経済宣言 に温室効果
ガスの排 出削減 に原 子力 が貢献す る とい う見解
は,国 益 の発想 にす ぎない。サ ミットの環境政策
は,「 開発途上 国への取 り組み を助 け るため の資
金の準備をすべ きである」 と訴 えた。 とくに既存
の メカニズ ム,と くに地球環境基金(GEF)を そ
の 目的 に利 用 す べ き で あ る と。途 上 国 はGEF
が,新 たな環境条約 の下でその義務 を果す ことを
手助 けす る包括的な資金供給 メカニズムになるこ
とを要望 したが,サ ミッ トはそれを具体化す る枠
組 を示すべ きであった。
一方21世 紀 までに国連 環境計 画(UNEP)を 含
む国際機関 を強化すべ きで あるとい う点 は賛成で




開発 との関係 について,環 境側面か らの積極的 な
アブmチ を展開すべ きであった。前述 したよ う
に問題 は山積 している。
その解決策は,予 備的 であ り,地 域的な例を示
してい るにす ぎない。
例 えば,ブ ラジル政府 は,世 界銀行及 びEC委
員会 との協議 の うえ準備 した熱帯林保全のための
プ ログラムを評価 した。 この点 も,客 観的 なアセ
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スメン トを実施 し,他 の国の こうした方式に参加
で きるかを提示 してほ しかった。
地球環境の課題 は,各 国の市民 が自分たちの生
活環境 を足元か らどの よ うに保全す るかの運動 か
ら出発すべ きであろ う。
地球環境 の問題は,21世 紀に向 けた人類共通 の
解決 を迫 られる課題 である。 それは,私 たちの生
命,生 存,労 働 にかかわ る重大課題 であ り,子 や
孫 に誇れ る環箋を残すためにも国境 を こえた人類
共生の課題 でもある。21世 紀 に向けた世界経済の
発展 も,地 球環境の危機 を克服す る とい う自覚な
しにはあ りえない。
サ ミッ トの問題意識 は この点 を深 く認識 したの
であろ うか。わた くしは,以 上 のよ うに この点 に
ついてのコメソ トと主体的な問題提起 を し,同 時
にい くつかの理論展開 を試 みた。
次 にサ ミットにおける南北問題 の性格づけをし
てみ よ う。
⑥ 再 び南北問題 を考 える
この問題については,い くつかの論文 をものに
して きた。1950年 代,60年 代,70年 代,80年 代,
90年 代 の各年代 における南北 問題の特徴 とその可
能性 を示 して きた(拙 著 『世界経済の新構図』1983
年,新 評論)。 一貫 して存 在す るの は,先 進 国 と
途上 国の経済格差 であ り,そ の原因 も,歴 史的r
制度的,機 構的諸理 由に よることを明らかに して
きた。
一方 で アジ アNIESを 除 くと
,途 上 国 が経済
的 自立化 をめ ざせ ぽめざす ほど,先 進 国へ の債務
の増大 を余儀 な くされ,国 内における貧富 の極端
な格差拡大を もた らしている。 したが って途上 国
にとっては,自 立のあ り方が問題にな っている。
1980年 代後半か ら90年 代にかけて,世 界経済 の
主要 な潮流 は一方で 日・米 ・ECの 経済摩擦,生 産
力 の不均等発 展 を極端 に表面 化 させ るなか で,
日・米 ・ECは ロシア連邦 ・東欧の経済力の低下 に
対 して どのよ うに経済援助 をす るかが課題 になっ
ている。 この聞題 はあとでふれ る。他方,こ うし
た背景の中で,深 刻 な途上国問題 がある。21世 紀
の世界経済の発展 を左右す る問題が途上 国問題で
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あ り,南 北問題 であ り,南 南問題 なのである。米
国,EC,日 本の工業発展 は途上 国の鉱物資源や
低賃金労働力 に依存 して可能であ った。 今 日の発
展途上 国 は,先 進 国 との経済格 差 を拡 大 してい
る。 アジ ァNIESや アセ ア ソの 「成 長」をみ て
も米 国,EC,日 本の多国籍企業 の市場 に依存 し
つつ 「半 自立的経済 の発展」を強 いられているよ
うに思われ る。
先進 国 と途上 国の格差 の拡大 の論理 は こ うで
あった。途上 国の発展の基本条件は,途 上国の一
次産 品の輸出を保証 し,そ れに よって途上国の外
貨 蓄積 の条 件 を作 ってや る こ と,一 方,途 上 国
は,公 平 な農 地 改革 を通 じて農業 生産性 を 向上
し,農 民の所得を増大 させ,工 業 の需要を高め る
こと,工 業化 を着実に進め ること,さ らにその過
程 における外貨不足を先進国の公的援助 に依存す
ることな どの諸条件を作 ってい くことにある。
ところが先進国 と途上 国 との関係 は,単 純でな
い。経済の論理 よ りも政治 の論理 が優 先 され る。
依然 として途上国の民主主義制度は確立 されてい
ない。労働者,市 民,中 小 自立経営者,農 民など
を中心に した下 か らの民主主 義 が確 立 してい な
い。大地主,高 級軍人,資 産家,中 産階級,官 僚
層 が政治 ・行政を支配 している。先進国の経済 援
助 も,一 部 の特権層 に牛耳 られ,市 民の生活向上
のために還元 されていない。
前述 した経済論理 をみ ても,途 上 国の一次産品
は,先 進国の代替品の登場や農業保護主義に直面
し,そ の輸 出を制約 され る。 したが って外貨獲得
が困難にな り,先 進国への資金援二助を余儀 な くさ
れ る。それは累積債務 に通 じる。一方先進 国は途
上国の資源,労 働力,市 場に依存 す る。 と くに多
国籍企業 の途上国 における資源の乱開発 は,地 球
環境破壊 を導 く。南北問題の本質 は,先 進国に よ
る途上国に対す る 「支配」 と 「従属」の関係の論
理か らの脱却であ る。 この点,途 上国が個別に先
進国 に対応 せず に,国 連 や途上 国 同士 の連帯 に
よって先進国への要求 と協力を明らかにす ること
である。すでに途上国は,70年 代 に,資 源 の恒久
的主権の確立,海 洋主権 の確 立,生 産 国カルテル
の形成,外 国資 本 の規制,一 次産 業 の イ ソデ ク
ゼ ーシ ョγ(工 業製品価格 の上昇にス ライ ドさせ
る)の 確立 などであった。 こ うした要求 は,正 当
なものであった し,そ れ らの要求の一部は実現 さ
れてい るが,依 然 として,先 進国は,真 正面か ら
対応 していない。
一方
,そ の後70年 代後半 から80年 代 にかけて途
上国は,一 次産品価格の低下に よって外貨獲得 を
不可能 に し,さ らに国際金融市場 の高金利 によ り
借入れ コス トが増大 し,先 進国の民 間銀行や国際
的公的金融機関へ の融資 に依存 し,累 積債務 を増
大 させた。
先進国は,こ うした途上 国の実情を具体的に把
握 し,途 上国の 自立 のための条件づ くりを十分に
してこなかった。
1990年 に入 っての東欧の民主化,旧 ソ連 のペレ
ス トロイカの進行 の中で,途 上国問題 は後退 させ
られた。 にもかかわ らず,91年 サ ミヅトは,途 上
国の役割を改め て評価せ ざるを えなか った。途上
国が,次 の原則 を採用 してい ることを評価 した。
(a>人 権及び法 の尊重。 この ことは,各 個人が
開発 に貢献す ることを促進す る。
(b)民 主的多元主義及 び国民に責任 を負 う開か
れた行政制度。
(c)開 発を持続 し人 々を貧困か ら脱却 させ るた
めの健全 かつ市場 に基礎を置 く経済政策。
「我hは これ らの国を ほめたた え,他 の国に対
し,そ の例 になるよう求め る。 良い統治 は,国 内
の開発 を促進す るのみ ならず,外 部か らの融資及
びすべ ての資金源 か らの投資を引きつけることに
役立つ」 と。
(aXb)(c)の原則 は,市 場を社会的市場 に変 える以
外 当然 の こ とであ る。 問題 は,そ の よ うな条 件
を,途 上国が 自立的 にどのよ うに作 るかであ る。
この点 は,途 上国の 自立的要求に基づいて展開す
べ きで はないか。「人権及 び法 の尊重 を」制度化
す るには,政 治的民主主義を どの よ うに定着 させ
るかにある。独裁者統治,大 資産家統治,軍 事独
裁統治か らは,人 民の人権 も人民のため の法 も尊
重 されない。「民主的多元主義」の政 治的条件 を
どの ように作 るかである。その基本 は,そ の国の
人民 自身が決定す ることである。 ただ先進国 は,
当面する世界経済の思想と政策について
その統治老 に武器を売 った り,人 民支配の手段 と
しての資金援助をすぺ きではない。先進 国が途上
国への武器輸出をやめない限 り,人 権 と民主主義
を保証 され ないであろ う。問題 は民主的多元主義
を どの よ うに作 るかである。
サ ミッ トでは,「 我 々が開発途上 国を助 け る と
の確 固た る約束 を行 うことは,我hの 経済の息の
長 い,イ ンフレなき景気回復及 び市場の開放 と相
まって,開 発途上 国にあ る世界の繁栄を高め るた
めの我 々が有す る最 も有効 な方法 である」 と。
この コンセ プ トをどの ように具体化 したかが問
われなけれ ぽな らない。途上国は先進 国の景気変
動 にたえず左右 され る。問題 は,途 上国の経済 自
立化 を前提 として経済政策 と景気政策 を公平に具
現化す ることにあ る。
例 えば,後 発発展途上 国に対す る特別の条件 を
どのよ うに対応す るかである。債務累積 を棒引 き
に し,ど のよ うに 自立化 をはか るかを議論すべ き
であった。 これ らの国は,資 金的及 び技術的援助
を必要 としているので,先 進 国が なに よ りも優先
的 に実践 すべ きであろ う。「貧 困の軽 減,保 健,
教育及 び訓練 の向上,並 びにi援助の環境面での質
の向上が含まれ る。我 々は,持 続的進歩のための
戦略 を考 案す るに際 し,人 口問題 に一層の注意が
向け られつつあ ることを支持す る」 と。
こうした提言 を具体化す るために,先 進 国は,
軍事費を10%削 減 し,後 開途上 国の貧困を解消す
るために援助すべ きである。 いま地球市民の課題
は,世 界の環境汚染 と貧困撲滅 のために,後 発途
上 国に対 して,ど の よ うに援助す るかにある。 と
くに丁深刻 な飢餓に直面 しているアフ リカの地域
に対 して人道的援助 を積極的 に展開すべ きであろ
う。米 ・旧 ソの世界軍縮 の具体化 は,貧 困 と飢餓
に直面 している諸 国への援助 にまわすべ きではな
いか。 そのための処方箋 を具体化すべ きなのであ
る。だが,い まや 旧 ソ連 は内部経済の崩壊で,軍
縮へ の具体化 で途 上国へ の援助 は不可 能 に なっ
た。
最近 の南南問題 の基本課題 は,市 場経済優先主
義 に よる対立 と競争 をもた らす方式 か ら,先 進国
に対す る連帯 と自立 に基づ く環境 と福祉を政策基
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調 とした市場 の活性化 をめ ざす ものでなければな
らない。
米 ・旧 ソの協調方式 は,途 上国の 自立 と創造を
前提に した ものでなければならない。サ ミットの
問題意識 は,「 後発途上 国」 の貧困 と飢餓へ の援
助か ら出発 しなけれぽな らない。だが旧 ソ連は国
内問題 で,途 上 国で の援助(例 えば,キ ューバ,
ベ トナム)も 停止 した。
3.世 界 経済 に組 み こ まれる旧 ソ連経済 の
危機 をどのよ うに克服す るか
(1)旧 ソ連経 済 の 危機 とは何 か
い まや 旧 ソ連 経 済(独 立 国家共 同体=CIS)は 深
刻 そ の もの で あ る。OECDな ど に よ る統 計 を み
て も,1990年 のGNPは,マ イ ナ ス2%で あ る。
それ は88年 の5.5%の 成 長 率,89年 の3.0%の 成 長
率 に比 べ て5%の 低 下 で あ る。 もち ろ ん旧 ソ連 の
統 計 の信ru性(credibility)も 問 題 で あ るが,90
年 に 成長 率2%低 下 とい う事態 は,第2次 大 戦後
の旧 ソ連 経 済史 に とって は じめ て の経 験 で あ る。
91年 は1～6月 まで でGNPは マ イナ ス10%で あ
る。 お そ ら く,91年 は マ イナ ス11%に な るで あ ろ
う。90年 の工 業 生産 率 は マ イ ナ ス1.2%,生 産 財
生産 高 は マ イ ナ ス3.2%で あ る。91年 の工 業 生 産
率 は マ イナ ス6%に な るで あ ろ う。 農 業 生産 高 を
み る と,88年,89年 そ れ ぞれ1.7%,1.0%の 成 長
で あ った の に90年 は マ イナ ス23%の 低 下 で あ り,
91年1～9月 は マ イ ナス24,3%で あ る。 こ こに食
糧危 機 が深 刻 に な って い る一面 をみ せ て い る。 こ
の 点 は あ とでふ れ る。
物 価 上 昇 率 をみ る と,88年1.5%,89年7.5%,
90年19%,90年1～6月 ま で が155%,1～9月
までが500%～600%で あ る。 ま さに現 在,驚 異 的
イ ソ フ レー シ ョンで あ る。 市 民 は貯 蓄 を は きだ し
なが ら生活 す るだ け で な く,耐 乏生 活 を 強 い られ
て い る。 した が って食糧 危 機 は深 刻 で あ る。
国連 食 糧 農業 機 関(FAO)に よる と,1991年 の
穀物 収穫 量 は,約1億X500万 トソで あ り,90年 の
2億3600万 トソを大 幅 に下 回 る見 通 しで あ る。社
会主 義 政 権 の も とで,凶 作 だ った1974年 に次 ぐ低
い収 穫 量 で あ る。穀 物 以 外 の農 産 物 をみ る と,ロ
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シ ア共和 国 で は,90年 に比 べ て 肉 の供 給 量 が
21%,乳 製品15%,砂 糖27%と それぞれ減少す る
とい う。野菜や果物の供給 も深刻であ るといわれ
る。 もちろん流通過程の問題 もある。例 えぽ一部
農産物 を 自由市場 へ供給 で きるよ うに なってか
ら,国 有市場 で,農 産物を割 当て以下 に供給 し,
50%高 い 自由市場へ供給す るよ うにな り,都 市 の
国有市場 は,食 糧 不足 を もた らす。 この背 景 に
は,政 治問題があ る。農村 の穀物市場を支配 して
いるのは共産党であ り,改 革派の政策 に対 し,供
給制 限で,サ ボ タージュす る。 したがって,市 場
には食糧 が安 く豊富に供給 されない といわれてい
る。 この点 の改革 もすでに始 まっている。
欧州復興 開発銀 行(EBRD)が ま とめた リポー
トに よ る と,91年 の ジ ャガ芋 の総 生 産量8000万
～8500万 トソの うち,4000万 トソが消費者の食卓
に届 くまで に な くなって しまった とい う。つ ま
り,収 穫,加 工,貯 蔵,輸 送 などの技術 が低 いの
に加 えて輸送距離の長 さ,店 の棚 に並ぶまでの複
雑 なルー トといった さまざまな要 因が重な って,
ジ ャガ芋,野 菜,果 物,肉 な どの3分 の1か ら2
分 の1が 無駄 になると報告 されている。農業生産
の低下 と流通機構 の立ち遅れ は食料不足 を深刻 に
す るだ ろ う。 ロシア共和 国のエ リツィソ大統領が
非常事態宣言 を発 して も,問 題 は,そ れぞれ の構
成員に どのよ うにした ら農業 改革 と流通改革 を具
体的にで きるか ど うかを示 さない限 り,解 決 しな
いであろ う。
農業生産 の低下,工 業生産の低下,貿 易高の低
下,と くにコメ コンの崩壊な ど,ロ シア連邦経済
に とってすべてマイナス要因が相乗作用 となって
表面化 している。一方従来 ロシア連邦 の貿易高 の
主軸を 占めたのが石油であった。 この石油の産 出
高が低下 していることもロシア連邦経済 をダメに
している といってよい。それを数字 で示 してみ る
と,例ax..ば,88年62,430万 トソ,89年60,670万 ト
ソ,90年57,100万 トソ,91年9月 現在50,800万 ト
ソと低下 している(旧 ソ連国民経済統計各年度版)。
旧 ソ連 は,従 来,石 油を 自給 しただけでな く,東
欧諸国に輸 出 し,貿 易黒字 の源泉に して きた。そ
の石油生産 の低下だけでな く石油供給設備の老朽
化 な ど根本的に改善 しなけれぽならない問題があ
る。一方財政赤字 も深刻 で ある。88年806億 ルー
ブル,89年807億 ルーブル,90年581億 ルーブル,
91年9月 現在で2000億 ル ーブルであるか ら91年 全
体で3000億 ル ーブルの赤字が予想 され る。 この こ
とは,福 祉,教 育への削減だけで な く,根 本的な
軍事費の削減か ら民需への転換 を余儀 な くされて
いる。
対外関係につ いてみ ると,90年 現在で,旧 ソ連
の対外債務 は総額 約770億 ドルで ある。 この支払
いの計画 もた っていない。91年 来か ら92年 にかけ
て旧 ソ連経済の深剤化のひ とつが食糧危機 と並 ん




この点,日 米欧の7ヵ 国蔵相会議(G7)各 国
は,旧 ソ連 の国際通貨基金(IMF)へ の準加盟 を
合意 した だけで な く,対 旧 ソ連支 援策 を強化 し
た。その具体策 として,① 年 内に旧 ソ連の中長期
債務 の一部 の元本返済を一定期 間猶予す る。②緊
急食糧援助,技 術支援の分野,地 域の重複を避 け
るための各共和国の分担計画 を作 る。③連邦 と共
和 国 との債務関係を明示す る経済同盟条 約締結を
前提条件にす る,と い うのである。 こ うした こと
を前提 にして,旧 ソ連債 の返済 を猶予 し,そ の金
額は,中 長期30～40億 ドル としている。
91年10月11～12日 のタイのバ ソコックでの 日米
欧の7ヵ 国蔵相会議 の中心課題 は,「 対 旧 ソ連支
i援」問題 であった。 ここでは,対 ソ支援につ いて
米国が食料援助25億 ドル,ECは 食料 ・医薬 品援
助25億 ドル(う ち3億 ドルは無償),日 本食料援二助
等25億 ドルなどが合意 された。
日本はその後,通 産大臣の訪 旧 ソの中で(91年
10月20日)貿 易保 険枠 等 として約20億 ドル と,食
料 ・医薬品な ど人道支援 として5億 ドルの計25億
ドルを対 旧 ソ経済援助 に当て,自 助努力による経
済活動 を活性化 したい と表 明 している。すでに 日
本 の援助 は,実 務的援助である10億 ドルの対 旧 ソ
連支援を,石 油事業 に投資 している。
当面する世界経済の思想と政策について
前述 したよ うに,旧 ソ連 は,石 油生産 の極端な
低下に直面 した。その理 由の ひとつは石油生産設
備の老朽化にあった。 この分野 の立て直 しのため
に投資 しよ うとい うのである。具体 的には,石 油
輸送 のための大 口径 の鋼管や天然 ガスを掘 るのに
必要 なシーム レスパ イプ,石 油掘削のための各種
パイプなどの輸出に対 して貿易保険 をかけてや る
とい うものであ る。実に抜 け 目のない関係企業援
助 を通 じた貢献 であ る。例 えば輸 出の商談 は,旧
ソ連側 の石油公 団(ロ シア・オイル・コーポレーシ・
ン),全 ソ・ガス ・コンツェルンと新 日鉄,住 友金
属,NKK(日 本鋼管),川 崎製 鉄の大手鉄鋼4社
と複数の商社の間で詰め ることになっている。
貿易保険枠 を利用す るプロジェク トは,石 油関
係以外に木材,水 産加工,資 材輸送の基盤整備 な
どのプロジ ェク トも用意 されている。 ここで改め
て 日本独特 の対 旧 ソ連支援18億 ドルの貿易保険 と
は何 かをみてみ る。企業が輸 出入や海外投資 をす
る時 に加入す る国営 の保険事業であ り,相 手企業
が倒産 した場合や,天 災な どでの損失を補償す る
とい うものであ る。 これまで旧 ソ連 との貿易で,
相手側の支払いが滞 ることなどがあったため,こ
うした貿易保 険を保証 して民間大手企業が旧 ソ連
の石油事業への投資を積極化 させ よ うとす るもの
であ る。
一方
,米 国防総省 は,旧 ソ連 に対す る食糧や医
薬 品供与,旧 ソ連産業の民主転換 のため1992年 会
計年度の国防予算2910億 ドルか ら約10億 ドルを充
てる ことに合意 した(TheNewYorkTimes,Nov .
21991)。 画期 的な転換 である。米 ・旧 ソ連協調路
線 が本物 であ る とすれ ば,米 国は,国 防予 算 を
10%削 減 し,国 内の福祉 と教育 および途上国の貧
困撲滅のために投資すべ きであ り,対 旧 ソ連経済
援助 に対 して50億 ドルを拠 出すべ きである。
一方
,旧 ソ連 自身 の経済改革は混沌 として,き
わめて不透 明である。前述 した よ うに,生 産性の
低下,極 端 な貿 易赤字,物 価の高騰 外貨不足,
対外債務増,膨 大 な財政赤字 とくに軍事費の負担
増,石 油生産設備の老朽化,ル ーブルの価値低下
など ソ連経済 は危機状況 にあ り,そ れは旧 ソ連 の
政 治・社会 の変革 まで迫 り,世 界経済に とっても,
一 77一
大 きな混迷 の要因 となっている。
国際通貨基金(IMF)が10月10日 付 で発表 した
世界経済見通 しによると(IMF,QutlookofWorld
Economy,1991～96.),1991年 か ら96年 の世界的資
金不足が年平均1000億 ドルに達す るとの試算を明
らかにした。 この資金不足 を解消す るために,先
進 国の国防費 を20%削 減すべ きだ と提言 した。前
述 の米国の92年 の国防費 の案に よる と,約50億 ド
ルであ る。 この提案は,世 界経済 の安定 に とって
重要 なもので ある。 ついで にIMFに よると,世
界経 済 の実 質 成長 率 は,91年 が1.2%か ら0 .9%
へ,92年 が2.9%か ら2 .8%へ とそれぞれ下方修正
している。 この理 由には,旧 ソ連経済 の落ち込み
がはじめの予測を大 き く上回 る見込み とな ったた
めだ といわれ る。 これは旧 ソ連経済の体質 が改善
できない とい う見通 しか らである。
さらにIMFの 予測 に よる と,91～96年 の世界
の資金需要 はs年 間平均で,旧 ソ連 ・東欧の経済
改革 に330億 ドル,ド イッ統合に550億 ドル,中 東
の復興 に新た に120億 ドルが必要 とな る とい う。
この点s世 界経済 は資金不足が深刻 になる。従 っ
て経済の論理か らみ ると,世 界 の資金需要 に対応
す る貯蓄が ない場合 には,現 在 は低下傾 向にあ る
が,次 の段 階で世界の金利が上昇 し,各 国の資金
調達 を困難 に し,ひ いては生産減少を もた らす可
能 性が ある。すで にIMFは,米 国,ド イ ツ,イ
タ リア,カ ナダなどに財政赤字削減計画の完全実
施 を求 めてい る。 さ らにIMFは,米 旧 ソの核 軍
縮 の交渉 の成果 をふ まえて,年 間約4600億 ドルに
上 る先進諸国の軍事費20%を 削減す ることを初め
て提言 した。IMFに とって も先進 国 の国際収支
は好転せず,各 国 とも累積財政赤字 に直面 し,実
質的 に,他 国へ の経済援助 も限定 されざるを えな
くなってい る。IMFの 統計(1991年10月)に よっ
て,1992年 の先進7ヵ 国の経常収支 をみ ると,日
本の黒字594億 ドルrド イ ツの黒 字94億 ドル に対
して,米 国920億 ドル,フ ラソス80億 ドル,英 国
123億 ドル,カ ナダ146億 ドル,イ タ リア161億 ド
ルそれぞれ赤字 である。5ヵ 国の合計赤字額 は,
1430億 ドルである。 したが って,こ れ ら5ヵ 国は




共 和 国経 済 自立 へ の ひ とつ の鍵 で あ る。
この点 につ い て は,89年 の 旧 ソ連 は米 国 との軍
(3)軍 需産業 か ら民需産業 への転換問題
もちろん,旧 ソ連経済 の混乱 は,旧 ソ連 自身の
経済選択 と政治選択 それに経営運営の失敗 による
以上,本 来は,自 らの経済計画 によって再建策を
明らかにすべ きものなのである。それがで きない
のは,91年8月19日 の クーデ ター計画 の失敗 そ
れにもとつ く改革 の勝利 とい う旧 ソ連市民革命 に
よって,始 め て 「民主主義」のあ り方を世界に示
した といって よいであろ う。
旧 ソ連経済 の 自立化 の道 は,何 よ りも民主的政
治改革 と民主的経済改革 を両立す ることにある。
とりわけ,軍 産複合体の改革を通 じて,市 場経済
と計画経済 の混合体制を選択せ ざるをえないであ
ろ う。
さきの91年 サ ミッ トにおいて旧 ソ連問題につ い
て,次 の ように位置づけた点は,あ る意味で納得
できるであろ う。
「我 々は,旧 ソ連 におけ る政 治上及 び経済上 の
転換 に向けた動 きを支持 し,旧 ソ連 の世界経済へ
の統合を支援す る用意 がある」 と。 この主張 は,
当然 に世 界経済 のシ ステムの中 に旧 ソ連 が参加
し,そ のための経済援助 についての責任 を表明 し
た もので ある。
さらにサ ミヅトでは,旧 ソ連が市場経済を発展
させ るための改革を推進 している。旧 ソ連の 「市
場経済を発展 させ る改革 は,変 化 のための誘因を
創 出す るとともに旧 ソ連 の国民が 自己の豊 かな天
然資源 と人的資源 を活用で きるよ うにす る うえで
不可欠で ある」 と。す でに,91年8月19日 の改革
前 に,「 中央 と各共和 国 とが各hの 責務 を遂行す
る明確かつ合意 された枠組みは,政 治 ・経済改革
の成功 の基礎で あ る。」 この点 は,ど の よ うに合
意 された枠組みをつ くるかは旧 ソ連 自身の課題で
ある。
わた くしが注 目した のは,「 我hは 資源 を軍需
か ら民需へ の振 り向けるこの重要性 につ いて も敏
感 である」 と。旧 ソ連の市場経済へ の移行 は,軍
需産業 から民需産業へ どの よ うに転換す るかにか
かっている。 この転i換が うま くゆ くか どうかが各
縮 を約束 した あ と,400万 人 の兵員 削減 を展開 し
た。89年 の旧 ソ連 の予算におけ る財政赤字 は1200
億 ルーブル以上 で あ り,そ の うち軍 事費 を70億
ルーブル削減 した。
ゴルバチ 。フは,旧 ソ連経済 の再 生セま,軍 需か
ら民需への転換が うま くい くか どうかにあると考
えた。「激震旧 ソ連経済改革」 とい うタイ トルで,
日本 経済新 聞(1991.10.21)は,こ の事情 の一
部 を こ う伝 えた。「卓上温度計,バ ネぼか り,家
具の取 っ手,野 菜 カ ッター,シ ョッピソグカー ド
……。安売 り雑貨店 の店頭 さなが らに品物 が並
ぶ。 『これ がわが社 の コンベル シ ア(民 生転換)
です』。 ウラル地方 の軍需産業 の中心,エ カテ リ
ンブル グ(旧 スベル トロフスク)に あ る機械生産
の ゴ ドレフスキー工場長(45)は テーブルに載 っ
た雑貨 を指差 し,遠 慮がちにこ うい う。 ソ連有数
の軍用機関連工場だ った同工場が,畑 違 いの雑貨
生産に乗 り出 したのは5年 前 だった。ペ レス トロ
イカに伴 う軍事費 削減 で航空産 業省 か ら命令 が
あ った からだ。そ こで,工 場の全力を挙げて製品
化 した ものが こ うした雑貨類だ。
しか し,1個10ル ー ブルの卓上温度計,5ル ー
ブルのバネぼか りが民主転換 の成果だ とすれぽ問
題 は大 きい。」(同 上)と 。た しかにそ うである。
問題 は,戦 車か ら トラックターへ,航 空機か ら機
械一般,精 密工業な ど幅広 い転換 をはか らなけれ
ばならない。 そ うした ノウハ ウを 自ら創造 してい
かなければならない。
軍 需生 産 の旧 ソ連 のGNPに 占め る割合 が 約
8%(91年 予算)で あ り,ま た軍 事 費 はGNPの
25%で あ り,直 接に軍需産業 に従事す る労働者 は
550万 人で ある。軍事産業 に従 事す る官庁 は9つ
に分かれていた。国防省,航 空省,一 般機械省,
ラジオ省,電 子省,造 船 省,通 信省,民 間航 空
省,計 算 ・情報国家委員会である。 まさに軍産複
合体 である。 こうした官僚主義のシステムを解体
す ることであ る。従来,旧 ソ連軍 の無線を開発 し
て きた生産公社 は,電 子 レソジの生産 をし,成 功
している。だが西側 と競争す る段階にいっていな
当面する世界経済の思想と政策について
い。その民生転換 を うま く成功 させた例 として,
前記 の 日本 経済新 聞 の記 者 は こ ういって い る。
「同社 が生産 しているヘ ア ドライヤーは ソ連 国内
で爆発的 に売れている。 デザ イソは西側製品 と変
わ らず,120ル ープル とい う手 ごろな価 格が人気
を呼んだ。現在 は年産約50万 台のペ ースだが,92
年 には組立 て工場 を拡張 して120万 台 まで増産す
る計 画だ」 とい う。
こ うした軍需か ら民需への転換の動 きは,注 目
しなけれ ぽな らない。外国の経済評論家 は,旧 ソ
連の軍需産業 か ら民需産業への転換を絶望視 して
きたか らである。
た しかに 旧 ソ連 の経 済政革 は,い まや一般 理
論,計 画経済 か ら市場経済への移行の理論づけで
は説 明で きないのである。軍需産 業に従事 してい
る労働者,技 術者が,ど の よ うに民需産業へ転換
しているか,ま た転換 しうるか どうかの方式 を示
すべ きではないか。
先進7ヵ 国の旧 ソ連経済への援二助 も,カ ネをぼ
らまくことではない。 旧 ソ連 の経済人や労働者,
市民 が,ど の よ うに 自らの経営改革を展開 し,そ
の過程で,何 が必要 か,何 が必要でないかを明 ら
かに し,必 要 なものに対す る援助を ど うす るかを
考 えるべ きである。
旧 ソ連経済 の自立化が うまくい くか どうかは旧
ソ連 国民 自身が,自 らの経済運命を決定す ること
にある。だがその政策決定は,同 時に世界経済 の
あ り方 ともかかわ っている。 もし失敗すれぽ,数
百万 人の失業者 が発 生 し,い や現に250万 以上 の
失業者が発生 している といわれてい る。 こ うした
失業者が東欧,西 欧へ移動す る とすれ ぽ,西 欧経
済 に とって も,大 きな問題 になるであろ う。
(4)旧 ソ連 自体 の経済改革 とは
一 「経済共同体条約」の性格一
ところで,ロ シア連邦(旧 ソ連)自 体 は,自 ら
の改革を どのよ うに展開 しているであろ うか。 こ
こでは,ロ シヤ連邦の共和 国な どの内部の政治的
論争 は捨象 したい。問題 は,旧 ソ連 の8.19革 命
後,Rシ ア共和国,ウ クライナ共和 国など,共 和
国の政治的,社 会的発言が増大 していることであ
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る。従来 の旧 ソ連 と中央 の地方共和国支配への反
発 と抵抗 が吹 き出 してい ることは評価 で きるが,
それでは,共 和 国のそれぞれの経済的,政 治的 自
己主張 を くりか えすだけでは,ロ シア連邦 の統 治
はで きない。
問題 は,各 共和国の主張をふまえて,ど のよ う
に共通 の経済政策 をもつ かであ る。 この点 の対外
的 表 現 と し て,「 旧 ソ連 の 経 済 共 同 体 条 約」
(1991.10.18)を み ることがで きる。
この主要 な問題点を検討 してみ よ う。 とい うの
な,こ の ことが,世 界経済への ロシア連邦 ・各共
和国の新 しい対応であ ると同時 に,自 らの運命 を
自ら決定 してい く自己表 明だか らであ る。
ロシア連邦 は当分複雑 な政治経済社会 の波動 を
続け ざるをえない。 旧来の ソ連邦の改革が この条
約の前文 に表現 されている。
第1に ロシア連邦 の主体であ り,今 日独立 国で
ある諸国家はt今 日の地位にかかわ りな く,自 国
民 と政治 ・経済関係の樹立を願望 している点にあ
る。
第2に,諸 国家(各 共和国)は,抜 本 的経済変
革を 目指 し}危 機脱 出 と市場経済への移行お よび
世界経済への参入問題 の共通性 を考慮 してい くこ
とにある。
第3に 諸国家 は経済統合の単r済 圏の利益 な
らびに経済,流 通,科 学 ・技術その他 の関係継続
の合理性を認識 しつつ経済共 同体条約 を結 んだ と
い うことである。
こ うした条 約を作 った背景 には,「8月 革令」
への反省がある。従来の指令型経済 と中央集権型
経済 システムか らの脱却 と当面す る深刻 な危機 の
対応 にある。一方各共和国の 「独立化」への動 き
に対す る新 しい共和 国の経済連合を しない限 り,
「独立国家連邦」 の新 しい経済発展 は存 在 しない
と考 えたか らで あろ う。 と くにエス トニア(157
万),ラ トビア(人 口268万),リ トア ニ ア(人 口
369万)の3国 が独立 し,9月6日 ソ連 国家 評議
も承認 した。 その後 国連 も承認 した。 この3国 の
独立 は,当 然 の ことであ り,永 い間ス ター リンの
独裁下 に従属 させ られてきた以上,民 族独立をか
:1 当面する世界経済の思想と政策について
ち とった ことは意味 あることである。 この背景に
は ゴルバチ ョフのペ レス トロイ カに よる もの と
い って よい。 バル ト3国 は1940年 以来の ソ連の支
配 か ら解 放 され,地 理 的 に近 い北欧諸 国 との政
治 ・経済的連携 を強めてい くことであろ う。
したがって,こ の3国 は,こ の条約 に参加 して
いない。 この条約 にサ イソした共和国はカザ フタ
ソ 共 和 国,ア ル メ ニ ア 共 和 国,白 ロ シ ア
(Byelorussia)共 和 国,タ ジキ シ タン共和 国,ト
ル クメン共和国,キ ルギス共和 国,ウ ズベク共和
国,そ れに ロシア共和 国の8か 国 で あ る。 した
が ってバル ト3国 以外の残 った共和国であるウク
ライナ,モ ル ドバ,グ ルジア,ア ゼルバ イジ ャソ
の4か 国が参加 しなかった。 とくに ロシア共和国
につ いで第2の 人 口(5170万)を もち,資 源豊 富
でかつ農業の比重の多 い ウクライナ共和国は,当
初参加 しなか った。 ウク ライナ共和 国の指導者た
ちは,「 本条 約が諸共和 国の権威 と妥 協 し,中 央
政府 による新たな権力の悪用を導入するのではな
いかを恐れた」(NewYorkTimes,International,
October19,1991)か らだ とい う。
従来の ソ連邦が崩壊 し,再 編をめ ざしているこ
とは間違いない。 ここでふれてお くが,旧 ソ連邦
のス ラブ系三共和国の うち,独 立 国家を宣言 した
ウクライナ,白 ロシア共和 国は現在 も国連 に加盟
している。 この二共和国が ソ連か ら独立を志 向す
れぽ国連 も承認す るであろ う。だが両国 は,政 治
的 な独立国家 しての地位 を保持 しつつ,ロ シアの
新連邦体制 に協力 している。だが ウクライナは,
当初の前述の配慮か ら加盟 していなか った。 だが
91年11月6日,ウ クライナ共和 国最高会議 は,同
条約 に調 印す ることを決 めた。 ソ連 は同条約を基
礎 に抜本的経済改革 をしない限 り,再 生の道 はな
い。各共和 国がそれぞれの経済的,民 族的,社 会
的 ニーズか ら独立を強調 しても,問 題 は,一 般市
民の生活を守 り,平 和を どの ように定着す るかに
ある。 もちろん,1991年9月2日 に開かれた 「新
連邦条約」 は,経 済 同盟の締結,連 邦大統領 と共
和国最高幹部 による国家評議会の設置 などであっ
た。 その中で経済共同体条約 の基本 は,ECの 経
済同盟 を意識 して作 った ものであるといわれる。
だが内容 をみ ると,半 ぽ近代市民社会の論理をふ
まえて構成 され てい るように思 う。
第1は,本 条約の 目的を こ う性格づ けている。
「経済共 同体 は,独 立 国家の 自発的参加,全 加盟
国の権利平等を基礎 に,統 合市場の形成,整 合的
経済 政策 を実施す るのが 目的で あ る」(第1条)




企業活動 として商 品流通 とサ ービス。運輸,エ
ネルギー,情 報,通 貨 ・銀行 システム。財政,税
制,価 格,資 本,証 券 市 場,労 働市 場,関 税 制
度,対 外経済関係 と外貨政策,国 家科学技術,投
資,環 境,人 道政策,規 格化,特 許,統 計,度 量
衡,会 計 簿記。
こ うした各分野で統一政策 を実施す ることは,
新 しい試 みで ある。従来 の ソ連共産党の画一的,
一方的指令か らの解放を経済技術 の分野で下か ら
統一 しようとい うところに意義がある。 さ らに市
民の生活指標,市 民参加の経済政策の項 目も入れ
りべ きであろ う。 この点の統治者 の問題意識が問
われ るであろ う。市民 の参加 の政策体系を明示す
べ きであろ う。
次 に,本 条約 の各論(主 要各章)を 吟味 してみ
よ う。
第1に 企業活動 の自由 と競争 を経済発展 の基盤
としている点である。そ して国家の企業活動への
干渉を法 的に制約 す る とい う点 であ る。 この点
は,私 的所有 に基づ く企業の競争 を通 じて,生 産
性を向上 しよ うとす るところにある。だが問題 は
市場経済の新 しいメカニズ ムを どのよ うに作 るか
で ある。
さらに問題 は,企 業活動 の 自由化の メ リッ ト,
デ メリットを どのよ うに調整す るかであ る。 とく
に国有企業の私有化へ の移行過程で,国 家 の保証
を どうす るかである。 この点は,各 共和国が先進
国の ノウハ ウを どのよ うに うけ とめて,具 体化す
るかであ る。ただ し,加 盟 国が統 一 した 「「反 独
占政策』を実施 し,競 争 の発展 を促進す る」(第
1ユ条)と 規定 しているが,外 国企業の独占企業 に
当面する世界経済の思想と政策について
対 して どのよ うに規制 し,企 業 間競争 を促進 し,
市民のための資源の合理的配分 をす るかが今後 の
課題であろ う。
第2は,商 品流通サー ビス,価 格 のあ り方 の問
題 である。
第12条 で,「 加盟国域 内の商品,サ ー ビスの移
動 は自由で,無 課税 とす る」 と規定 している。 こ
の点s市 場経済を前提す る限 り,当 然の規定であ
る。 さらに,「 自由価格制度へ の移 行で統一政策
を とる」 とい う。
こ こで,商 品,サ ー ビスの 自動移 動 につ い て
は,経 済成長率の高い共和国 とそ うでない共和 国
との差 をどの よ うに調整す るか。例 えぽ,同 種商
品の価格差 の問題 につ いてA共 和国のA商 品 の
低価格 とB共 和 国のB商 品の高価格 の調整 を ど
うす るかな どの問題が残 っている。 さらに資本の
自由移動,技 術移転 について どの よ うに取扱 うか
は,こ の条 約 には書 い て な い。 この 点 でECの
ローマ条約 に比べ て きわ め て不十 分 で あ る。資
本,商 品,労 働 力 の 自由移動 の性 格 を見守 りた
い 。
第3点 は,通 貨 ・銀行 システムである。た しか
に当面 の危機 を脱出す るために,イ ンフレを抑制
す るための通貨 ・金融 システムの分野で,ど のよ
うな協調行動 をとるのかが問題である。 この本質
問題 は通貨で ある。
第16条 で,「 ルー一ブルを共通通貨 として維持 し,
その強化措置を とる。加盟国の独 自通貨導入は,
共同体 の通貨体制 に損失 をもた らさない との条件
付 きで認め る」 とあ る。
もしこの前提 を承認 した としても,い まや国際
経済 の中で,ル ーブルの価値 は極端 に低下 してい
る。 ロシヤ連邦の国際経 済力 を高め,国 際収支の
黒字構造をめ ざし,債 務を返済 し,経 済構造 を安
定的軌道 に乗せ,ル ーブルの国際経済手段 として
の機能を果せ るよ うにす ることである。 この点が
きわめて不透明である。 ルーブルの恒久的 な交換
性 をどの ように保障す るのか,資 本移動 の 自由化
と金融市場 の統合の中で,ル ーブルを位置づけ る
べ きであ り,そ のル ーブルの国際的交換性を どの
よ うにつ くるかである。 「加盟国 中央銀行 を含む
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銀行同盟 を設置す る。同盟 に加盟 国家間通貨発行
銀 行 を創 設 す る」(第17条)と い うが,通 貨 を
ルーブル とすれぽ,中 央銀行を設置 し,そ の発行
権,支 払手段 としての機能,蓄 積手段 としての機
能,決 済手段 としての機能,信 用手段 としての機
能を もたせ るべ きであろ う。 そ うでない限 り,各
国の独 自通貨 を発行す るとすれば,対 外的に どの
よ うに,為 替相場 を設定す るか,か な り不透明で
ある。
た だ し,対 外経済,外 貨 政策(本 条約第7章)
で,「 共同体 は旧 ソ連 のすべ ての対外債 務 の継承
者で,旧 ソ連 の諸外国に対す る債権の継承者 で も
ある」 と対外債務に共同責任 をもった点 は評価 で
きる。
ここで も問題点は残 る。各共和 国が どの よ うに
対外債務の負担を公平に分担す るかで ある。 この
点 の問題 を明らかにしない限 り,外 国援助 による
経済再建 もきわめてあいまいになるか らである。
第4点 として注 目したいのは,市 場経済への移
行の中で,「 労働市場 と社 会保障」の問題 を どの
ように位置づけるかである。
第28条 で 「共 同体 内の労働力の 自由移動の原則
実現を 目指す」 と規定 してい る。 もしこの規定を
制約 な しで実現す ると,高 賃金 ・高労働条件,高
生活条件の共和国へ の労働力移動が展開 され,各
共和国への主要都市への人 口集中がおこ り,新 し
い過密 ・過疎の問題を引 き起す可能性を秘め てい
る。同時 にその ことは各共和国内部 における都市
と農村 の格差を誘因 してい くであろ う。 この点の
抑制機能 を どの よ うにす るかが大 きな課題 で あ
る。
米 国,EC,日 本 に お け る一 極 集 中化 の デ メ
リッ トを学 んだ政策 をもつべきであろ う。労働力
の 自由移動 の原則実 現 の中で の メ リッ ト,デ メ
リッ トを明示 し,都 市間の格差,都 市 と農村 の格
差,資 源,労 働力 に恵 まれた共和 国 とそ うでない
共和国における労働条件 の違 いを どのよ うに調整
す るかを政策 として明らかにし,実 践すべ きであ
ろ う。
ただ し,公 平 な政策 として,第29条 で,「 労働
者の民族その他 の違 いで,労 働条件の設定や社会
一$2一 当面する世界経済の思想と政策について
保障 の提供 に際 して差別 をす るこ とは許 され な
い」。 この規定 は評価 されるべ きであろ う。
ここで問題点 として指摘 しておきたい点 は,労
働者 の社会的 シ ビル ミニマム,す なわち完全雇用
と福祉を保障 した社会政策 を前提 に して市場経済
を どの よ うに運営 す るかで あ る。 かつ て ゴルバ
チ ョフは,旧 ソ連が 目指 したい国家は,自 由 と民
主主義が保障 され,さ らに福祉 国家を実現 してい
る北欧をモデル としている。それ ならば,Rシ ア
連邦 の経済共同体 の条約は,労 働者,市 民 の福祉
と環境 を保障 した新 しい経済 のシステムを基本 と
した 「経済共 同体の条約」でなけれぽならない。
この点の苦悩 を秘めた世界経済 に対応す る旧 ソ連
経済の 自立 を考 えてほしい。 とくにルーブルの国
際通貨 としての機能を どのよ うに実施す るかが今
後,重 要な課題ではないか。
4.お わ りに
以上,1990年 代 の不透 明な世界経済 を展望す る
手 がか りとして,91年 サ ミヅ トの 「経済宣言」 を
論評 して きた。 ここに結実された課題 は,先 進 国
の国際経済政策を支 える各国の最先端 のエ リー ト
の現実の世界経済の分析の成果であ り,各 国 とも
官庁エ コノ ミス トの 「集大成」で ある。それを一
方 で内在的 に うけ とめ,他 方で,厳 しい批判的論
評を示す ことによって,転 機の世界経済 の問題点
を提示 した。 とくに,世 界経済 は,ロ シア連邦,
東欧の経済的混迷を共有 し,今 後 のあるべ き市民
的世界像 を模索すべ きではないかと考 えた。 とく
に,世 界経済の展望にあた って旧 ソ連 の経済危機
は深刻であ り,そ の課題克服のための処方箋を示
さず に,現 代 を展望す ることは不可能に近 い。
ロシア連邦経済 の危機を克服す るといわ れてい
る 「経済共同体」の論理 と政策を分析すれぽす る
ほ ど不透明であ る。だか らといって,突 き放す こ
とは得策ではない。問題 は,旧 ソ連経済の 自立 と
市民化 は,独 立国家共同体各共和国の体質の改革




1990年 代 の世界経済の体質改革 は,今 後21世 紀
までに展開 され なけれ ぽな らない。米国は自らの
経済力の低下を自覚すれ ばす るほ ど世界秩序 の指
導老た りえない。問題 は,各 国の下か らのエネル
ギーを原点 として市民的世界 の新 しい秩序を構築
すべ きであろ う。各国の市民の世界新秩序への参
加 と統治を系統的に追及すべ きであろ う。世界新
秩序は下 からの改革 と統治の中に求め るべ きであ
ろ う。(本 論文 は1991年10月 末 に脱稿 した。 同年
12月 末 に,ソ 連邦 は解体 し,ロ シア連邦(11の 各
共和国からなる)と 名称 を変 更 した。 した がって
本稿 では,ロ シア連邦 また は旧 ソ連 とい うふ うに
名称を変更 した ことを記 してお きたい。現在の 日
本 の新 聞は,独 立国家共 同体(CIS)ま た は旧 ソ
連 と呼んでい る)(1992年1月25日 校正)。
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